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言論ＮＰＯのメンバーには各分野で活躍する多くの挑戦者が参加しています。
傍観者ではなく、当事者意識を持った質の高い議論を通じ、既存のメディアが
十分に果たしていない｢言論｣の役割を、非営利組織で担おうと考えました。当
団体は、現在日本で89団体しかない認定NPO法人です。（全体約3万5 千団体）。私
たちの活動のユーザー（顧客）は有権者そのものです。有権者が自ら政治を選
択できるように国や政党の政策の評価や監視を行い、様々な課題解決のための
対案を提案し、有権者に判断材料を提供します。

言論ＮＰＯとは

私たちは、この国に当事者意識を持った真剣で建設的な議論を通じ、しっかり
とした民主主義を作りたいと考えています。そのために、私たちは様々なテー
マの質の高い議論をウェブで行っておりますが、そのウェブを活字化したのが、
このたび誕生した「言論ブログ･ブックレット」です。ウェブでの議論とブック
レットを結びつけ、議論の新しい循環を作り出したいと考えています。
（http://www.genron-npo.net/opinion/）
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言論ブログ ・ ブックレットとは

今年は NPO 法が制定されて 10 年の節目の年である。
わずか 10 年で、認定された NPO の数は三万五千団体を越え、NPO という名前は至るところで聞かれるように
なった。
こうした現象を素直に喜んでいいのか、日本の NPO はむしろ苦境に陥っているのではないか、その問題意識
から私たちは「非営利組織評価研究会」を昨年立ち上げ、NPO が直面する課題解決やその可能性を実現する
ための環境整備や評価のための議論を開始した。
言論 NPO はその議論作りを担当したが、一年近い議論と研究会座長の田中弥生さんらの調査で、日本の NPO
が大きな岐路に立たされていることがより鮮明になってきた。
私は NPO の研究者ではないが、それでも実践を通じてはっきり言えることがある。NPO は、広く市民に開かれ、
市民に支えられて展開するものだということである。そうであるならば、NPO 法 10 年の評価は、NPO の数の
面での躍進よりも、この国の市民社会を本当に強いものにしたか、強いものにしようとしているかで問われ
れなくてはならない。
「言論 NPO」は政策論議など主体とするアドボカシー型の NPO で、活動の大半は多くの寄付やボランティアで
成り立っている。多くの人の参加に支えられた活動は大変で経営も苦しいが、こうしたやり方にこだわって
いるのは、有権者や市民こそが政治を選び決定するものだとの思いがある。
ところが、そんな NPO は日本には少なくない、ということを専門家に聞いて驚いたことがある。多くの日本
の NPO は寄付を集めることもなく、行政からの委託だけで経営を回しているらしい。また零細で脆弱な経営
状態から、いまでは NPO より「社会的企業」という公共を営利で行う活動が人気なのだそうだ。
私は、行政の委託も「社会的企業」も、それ自体を問題だと考えてはいない。ただ、NPO がその可能性を実
現することなく、行政の下請けに陥ったり、営利でなけれは経営が出来ないと考えたりするのではあまりに
も情けない。それこそが NPO が直面する課題なのである。公共を民が自発的に担うために、NPO の自立した
発展をどう実現するのか、NPOの可能性を生かすための良き循環をどう生み出すのか。本書はそれに向かい合っ
た私たちが行った議論の途中報告である。
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日本の政治が直面する課題とは？

「日本の未来と市民社会の可能性」登場！ !
今年はＮＰＯ法が制定されて 10 年の節目の年です。わずか 10 年で、認証されたＮＰＯの数は三万五千団体
を越え、ＮＰＯという名前は至るところで聞かれるようになりました。ＮＰＯ法 10 年の評価は、ＮＰＯの数の
面での躍進よりも、この国の市民社会を本当に強いものにしたか、強いものにしようとしているかで問われ
なくてはなりません。本書はそれに向かい合った私たちが行った議論の途中報告です。

言論 NPOの NPO評価
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今年はＮＰＯ法が制定されて一〇年の節目の年である。わずか一〇年で、認証されたＮＰＯの数は三万五千団体を超え、ＮＰＯという名前は至るところで聞かれるようになった。
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言論ＮＰＯはその議論作りを担当したが、一年近い議論と研究会会長の田中弥生さんらの調査で、日本のＮＰＯが大きな岐路に立たされていることがより鮮明になってきた。
私はＮＰＯの研究者ではないが、それでも実践を通じてはっきり言えることがある。ＮＰＯは、広く市民に開かれ、市民に支えられて発展するものだということである。そうであるならば、ＮＰＯ法一〇年の評価は、ＮＰＯの数の面での躍進よりも、この国の市民社会を本当に強いものにしたか、強いものにしようとしているかで問われなくてはならない。
「言論ＮＰＯ」は政策論議などを主体とするアドボカシー型のＮＰＯで、活動の大半は多くの寄付やボランティアで成り立っている。多くの人の参加に支えられた活動は大変で経営も苦しいが、こうしたやり方にこだわっているのは、有権者や市民こそが政治を選び決定するものだとの思いがあるからだ。
ところが、そんなＮＰＯは日本には少ない、ということを専門家に聞いて驚いたことがある。多くの日本のＮＰＯは寄付を集めることもなく、行政からの委託だけで経営を回している。また零細で脆弱な経営状態から、いまではＮＰＯより「社会的企業」という公共を営利で行う活動が人気なのだそうだ。
私は、行政の委託も「社会的企業」も、それ自体を問題だとは考えてはいない。ただ、ＮＰＯがその可能性を実現することなく、行政の下請けに陥ったり、営利でなければ経営ができないと考えたりするのではあまりにも情けない。それこそがＮＰＯが直面する課題だからである。公共を民が自発的に担うために、ＮＰＯの自立した発展をどう実現するのか、ＮＰＯの可能性を生かすための良循環をどう生み出すのか。本書は、それに向かい合い、私たちが行った議論の中間報告である。
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内　容：ＮＰＯは、広く市民に開かれ、市民に支えられて展開するものである。ところが、多く
　　　　の日本のＮＰＯは寄付を集めることもなく、行政からの委託だけで経営を回している。        　
　　　　また零細で脆弱な経営状態から、今では、ＮＰＯより「社会的企業」という公共を営利
　　　　で行う活動が人気なのだそうだ。
　　　　ただ、ＮＰＯがその可能性を実現することなく、行政の下請けに陥ったり、営利がなけ
　　　　れば経営ができないと考えたりするのではあまりにも情けない。それこそがＮＰＯが
　　　　直面する課題なのである。公共を民が自発的に担うために、ＮＰＯの自立した発展をど
　　　　う実現するのか、ＮＰＯの可能性を生かす為の良き循環をどう生み出すのか････。本書
　　　　は、それに向かい合い、私たちが行った議論の中間報告である。
　　　　武田晴人、ウォルフガング・パーぺ、加藤紘一、上野真城子、辻中豊、野中郁次郎、
　　　　林雄二郎、田中弥生、山内直人、山岡義典ら 11氏が発言する。


